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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数に基づき算出しています。 

３．１株当たり中間（当期）純利益金額は、期中平均発行済株式数に基づき算出しています。 

４．第66期中及び第65期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載していません。 

５．当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等

の推移については記載していません。 

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期 

会計期間 

自平成17年 
4月１日 

至平成17年 
9月30日 

自平成18年 
4月１日 

至平成18年 
9月30日 

自平成19年 
4月１日 

至平成19年 
9月30日 

自平成17年 
4月１日 

至平成18年 
3月31日 

自平成18年 
4月１日 

至平成19年 
3月31日 

売上高（千円） 5,625,848 5,526,056 5,173,638 9,571,994 11,490,197 

経常利益（千円） 335,479 266,719 169,796 240,251 579,410 

中間（当期）純利益（千

円） 
165,194 143,062 120,942 97,377 302,798 

持分法を適用した場合の

投資利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 595,916 595,916 595,916 595,916 595,916 

発行済株式総数（株） 4,605,760 4,605,760 4,605,760 4,605,760 4,605,760 

純資産額（千円） 3,841,944 3,831,282 4,266,036 3,751,065 3,995,451 

総資産額（千円） 11,932,947 12,936,335 12,373,587 10,815,135 12,776,049 

１株当たり純資産額

（円） 
878.63 882.65 994.27 861.99 920.48 

１株当たり中間（当期）

純利益金額（円） 
37.96 32.91 28.01 22.34 69.79 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額（円） 

37.63 32.90 － 22.20 － 

１株当たり配当額（円) － － － 12.50 15.00 

自己資本比率（％） 32.2 29.6 34.5 34.7 31.3 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△476,242 320,939 5,611 700,227 773,189 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△168,697 △265,386 △126,694 △469,897 △501,435 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△239,255 △349,871 △188,857 △20,335 △473,354 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高（千

円） 

1,899,811 2,702,739 2,484,822 2,996,798 2,795,087 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数）（人） 

191 

(131) 

185 

(115) 

188 

(119) 

187 

(124) 

183 

(116) 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

(2)労働組合の状況 

 労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人）  188(119) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１）業績 

米国経済に減速傾向が見うけられ、サブプライム問題による金融市場の不安定化、天然資源や食料の高騰、中東地域

の政治的問題といった要因をはらみながらも、ＥＵや新興経済発展国の成長等により、世界経済は拡大を続けていま

す。 

日本経済は、依然輸出と設備投資に支えられ拡大が続いています。しかしながら、個人消費は、雇用状況が改善して

きているものの、所得の低迷、住民税の増額等により足踏み状態となっています。また、産業界では自動車分野が好調

ですが、デジタル分野においては製品の値下がりが激しく、組み立てメーカーのみならず、素材供給企業においても業

績悪化や撤退するケースが生じています。 

このような経済情勢の中、当社といたしましては、慎重に市場動向を見極め、かつ生産性の向上と独自技術の開発に

努めてまいりました。 

この結果、当中間期の業績は、売上高51億73百万円（前年同期比6.4%減）、営業利益２億17百万円（同27.1%減）、

経常利益１億69百万円（同36.3%減）、中間純利益１億20百万円（同15.5%減）となりました。 

 なお、各分野の売上高の状況は次のとおりです。 

ａ．家電分野 

本分野における主力製品である新機能付エアコンの当中間期の受注は、順調に推移いたしました。また、その新機

能部分における成形と組み立てに関しましても受注いたしました。その結果、本分野の売上高は17億79百万円とな

り、前年同期比163.5%の大幅増収になりました。 

 ｂ．エレクトロニクス分野 

薄型テレビ、パソコン等の本分野における主力製品の当中間期の受注は、順調に推移いたしました。なお、前中間

期には新型コンピューターゲーム機向けの受注に伴い売上高が大幅に増加していました。その結果、本分野の売上高

は26億４百万円となり、前年同期比38.0%の減収になりました。 

ｃ．自動車分野 

搭載車種の販売が好調でしたので、エアコンコントロールパネル等の内装部品の当中間期の受注が好調に推移いた

しました。その結果、本分野の売上高は５億19百万円となり、前年同期比23.6%の増収になりました。 

ｄ．その他分野 

当中間期は食品容器において付加価値のある製品の受注に努めました。その結果、本分野の売上高は２億70百万円

となり、前年同期比19.0%の増収になりました。 

（２）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税引前中間純利益額１億66百万円(前年同

期比37.0％減)、減価償却費２億15百万円(同5.8％増)の計上等の要因により一部相殺されましたものの、法人税等の支

払２億79百万円(前年同期は法人税等の還付１億45百万円)、有形固定資産の取得による支出１億40百万円(同54.9％

減)、有利子負債の圧縮による支出１億円(同47.4％減)等により、前中間会計期間末に比べ２億17百万円減少し、当中

間会計期間末には24億84百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

仕入債務の減少５億25百万円(前年同期は22億32百万円の増加)、法人税等の支払２億79百万円(前年同期は法人税等

の還付１億45百万円)等の要因により一部相殺されましたものの、売上債権の減少３億57百万円(前年同期は23億34百万

円の増加)、税引前中間純利益額１億66百万円(前年同期比37.0％減)の計上、減価償却費２億15百万円(同5.8％増)の計

上等により、当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は５百万円(同98.3％減)となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資有価証券の売却による収入12百万円(前年同期はなし)等の要因のため一部相殺されましたが、新規設備等有形固

定資産の取得による支出１億40百万円(前年同期比54.9％減)等により当中間会計期間において投資活動の結果使用した

資金は１億26百万円(同52.3％減)となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

有利子負債の圧縮による支出１億円(前年同期比47.4％減)、配当金の支払64百万円(同19.7％増)等により当中間会計

期間において財務活動の結果使用した資金は１億88百万円(同46.0％減)となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額は販売価格により記載しています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(2）商品仕入実績 

 （注）１．金額は仕入価格により記載しています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(3）受注状況 

 （注）１．受注高及び受注残高の金額はいずれも販売価格により記載しています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

分野別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

製品     

家電（千円） 1,575,759 +196.1 

エレクトロニクス（千円） 2,210,178 △11.2 

自動車（千円） 374,114 △2.9 

その他（千円） 245,845 +9.7 

合計（千円） 4,405,899 +21.3 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

金型・その他（千円） 541,208 △68.0 

合計（千円） 541,208 △68.0 

分野別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

製品         

家電 1,281,722 +181.6 166,379 +77.8 

エレクトロニクス 2,480,343 △13.8 664,596 △22.1 

自動車 404,803 +5.1 107,699 +33.2 

その他 266,725 +13.5 66,164 +15.9 

製品小計 4,433,594 +12.2 1,004,840 △7.4 

商品         

金型・その他 638,787 △71.9 157,180 △39.1 

商品小計 638,787 △71.9 157,180 △39.1 

合計 5,072,382 △18.6 1,162,020 △13.5 



(4)販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要顧客先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりです。本表の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

３【対処すべき課題】 

   当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに契約した経営上の重要な契約等はありません。 

分野別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

製品     

家電（千円） 1,608,623 +207.6 

エレクトロニクス（千円） 2,190,968 △4.2 

自動車（千円） 376,992 +2.0 

その他（千円） 269,713 +18.8 

製品小計（千円） 4,446,297 +30.5 

商品     

金型・その他（千円） 727,340 △65.7 

商品小計（千円） 727,340 △65.7 

合計（千円） 5,173,638 △6.4 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

顧客先 金額（千円） 
総販売実績に対
する割合（％） 

顧客先 金額（千円） 
総販売実績に対
する割合（％） 

(株)ソニー・コン

ピュータエンタテ

インメント 

1,706,942 30.9 
日立アプライアン

ス(株) 
1,761,316 34.0 

パイオニア(株) 905,142 16.4 パイオニア(株) 607,126 11.7 

ソニーイーエムシ

ーエス(株) 
852,838 15.4 

ソニーイーエムシ

ーエス(株) 
602,826 11.7 

日立アプライアン

ス(株) 
659,325 11.9       



５【研究開発活動】 

当社は、技術集約型企業への転換を経営目標の一つとして掲げ、独自の射出成形加工技術の創出を研究開発の主眼

としてとり進めています。 

当社独自の射出成形技術である高速ヒートサイクル成形技術（ＲＨＣＭ®）には各種製品への応用実績、講演発表

等を通じて各方面から注目が集まりました。従来のプラズマテレビに加えて、50インチクラスの大型化が進んでいる

液晶テレビのパネルにもこのＲＨＣＭ技術が使われ、高光沢、ピアノ調ブラックの高付加価値製品が高速で製造され

るようになってきました。また、高剛性材料を使って薄肉高剛性のパソコン筐体の成形が行われるようになってきま

した。従来行われてきた塗装が省略、削減できることが採用の主な理由になっています。 

また、ＲＨＣＭをより高度な技術にするとともに、既存の技術との組み合わせにより差別化された高度技術を創出

すべく活動しています。 

当中間期は高速ヒートサイクル成形と２色成形技術を組み合わせ、ウェルドのない液晶表示パネルの成形技術開発

に成功しました。防水性を持ったデジカメ液晶表示板等の用途が期待されます。 

ＲＨＣＭ技術の特許は、新たに日本でも登録となり、世界12カ国で特許が成立しています。また、傷つき性の改良

された高硬度材料を使った高速ヒートサイクル成形技術の日本特許も成立し、応用分野でも技術の優秀性が認められ

ました。 

ＲＨＣＭ技術のライセンス先とは協業関係を構築し、製品開発を通じて共にＲＨＣＭ技術の向上を目指していま

す。引き続き海外からの引き合いが多く、今後積極的にライセンス・協業パートナーとの関係強化を行って技術発展

を図っていく方針です。 

なお、当中間期の研究開発費は、102百万円でした。 

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間期において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間期において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の除却及び売却の計画はありません。 

(2) 当中間期において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修について完成したものは、次のとお

りです。 

 （注）帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の合計額です。 

(3) 当中間期において、前事業年度末に計画外であった重要な設備の新設、改修について完了したものは、次のとお

りです。 

 （注）帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の合計額です。 

(4) 当中間期において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりです。 

 （注）完成後の増加能力については、当社の生産品目が極めて多種多様にわたり、その生産形態も各事業所で幾多の品

目を分担生産し、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は一様ではなく、生産能力を画一的に測定す

ることが極めて困難であるため記載していません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

建物 
(千円) 

機械及び装置 
(千円) 

車両及び運搬具 
(千円) 

その他 
(千円) 

西方工場 

（栃木県上都賀郡） 

製造設備（射出成形機)

他 
34,490 31,275 2,638 2,404 

栃木工場 

（栃木県栃木市） 

製造設備(工業製品製造

設備）他 
400 49,284 1,217 284 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

建物 
(千円) 

機械及び装置 
(千円) 

車両及び運搬具 
(千円) 

その他 
(千円) 

西方工場 

（栃木県上都賀郡） 

製造設備（塗装設備増

強）他 
630 33,980 － － 

ＣＲ工場 

（栃木県上都賀郡） 

製造設備（工業製品製

造設備）他 
－ 20,791 － 1,300 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

西方工場 

（栃木県上都賀郡） 
製造設備 148,600 － 

自己資金及び 

借入金 
平成19年10月 平成20年５月 － 

合計 148,600 － －  － － － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。 

① 平成16年６月22日定時株主総会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 15,000,000 

計 15,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 
（株） 

（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 4,605,760 同左 ジャスダック証券取引所 － 

計 4,605,760 同左 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 40 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 548 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年４月１日 

至 平成20年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     548 

資本組入額    274 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても、当社の

取締役、執行役員又は従業員で

あることを要する。ただし、権

利行使期間中にかかる地位を喪

失したときは、喪失後１年間を

限度として権利行使期間中に権

利を行使することができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の質入その他の処分はでき

ない。 

権利者が死亡した場合は、相続

人はこの権利を相続しない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 



②平成16年６月22日定時株主総会決議 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 143 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 143,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 548 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月23日 

至 平成20年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     548 

資本組入額    274 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても、当社の

取締役、執行役員又は従業員で

あることを要する。ただし、権

利行使期間中にかかる地位を喪

失したときは、喪失後１年間を

限度として権利行使期間中に権

利を行使することができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の質入その他の処分はでき

ない。 

権利者が死亡した場合は、相続

人はこの権利を相続しない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－ － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～

平成19年９月30日 
－ 4,605,760 － 595,916 － 742,246 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．当社は、平成19年９月30日現在自己株式を315,120株保有しており、上記大株主から除外しています。 

２．上記大株主の小野孝一氏は、平成19年３月31日に逝去されましたが、平成19年９月30日現在名義書換未了で

す。 

３．岸本産業株式会社は、平成19年10月１日にＫＩＳＣＯ株式会社に商号変更しています。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）単元未満株式数には、当社所有の自己株式120株が含まれています。 

  

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

小野 大介 東京都千代田区 959 20.84 

小野産業社員持株会 埼玉県草加市住吉2-1-1 235 5.11 

株式会社マイタックジャパン 東京都大田区昭和島1-2-8 219 4.75 

岸本産業株式会社 東京都中央区日本橋本町4-11-2 121 2.63 

小野 光世 千葉県市川市 116 2.52 

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海1-8-12 115 2.49 

小野 敏行 千葉県松戸市 101 2.19 

小野 みどり 栃木県栃木市 100 2.17 

小野 孝一 東京都文京区 90 1.95 

三井化学株式会社 東京都港区東新橋1-5-2 89 1.93 

計 － 2,147 46.62 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  315,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,284,000 4,284 － 

単元未満株式 普通株式   6,760 － － 

発行済株式総数       4,605,760 － － 

総株主の議決権 － 4,284 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 小野産業株式会社 埼玉県草加市住吉2-1-1 315,000 － 315,000 6.84 

計 － 315,000 － 315,000 6.84 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの、役員の異動は次のとおりです。 

 役職の異動 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 590 527 511 481 497 500 

最低（円） 539 404 444 449 448 479 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 
技術本部長 

技術開発部長 
取締役 技術本部長 植木 徹 平成19年８月１日 

取締役 技術本部長 取締役  
技術本部長 

技術開発部長 
植木 徹 平成19年11月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

います。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（自平成19

年４月１日 至平成19年９月30日）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けています。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に

重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成していません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりです。 

  資産基準        0.2% 

  売上高基準     0.0% 

  利益基準     △0.6% 

  利益剰余金基準   0.6% 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,702,739   2,484,822 2,795,087   

２．受取手形 ※７  624,013   591,633 1,188,065   

３．売掛金   3,911,043   3,150,073 2,911,552   

４．たな卸資産   732,002   822,421 861,671   

５．その他 ※５  99,074   133,886 177,386   

６．貸倒引当金   △4,429   △6,126 △3,317   

流動資産合計     8,064,443 62.3 7,176,710 58.0   7,930,446 62.1

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産           

１．建物 ※2.3 2,097,403   2,031,089 2,055,696   

２．機械及び装置 ※2.3 1,232,358   1,212,033 1,207,436   

３．土地 ※1.3 680,296   680,296 680,296   

４．その他 ※２ 241,302   234,520 248,549   

有形固定資産合計     4,251,362 32.9 4,157,940 33.6   4,191,979 32.8

(2) 無形固定資産     21,928 0.2 12,724 0.1   15,481 0.1

(3) 投資その他の資産           

１．投資有価証券   235,446   635,727 247,771   

２．保険積立金 ※３ 255,283   265,276 263,766   

３．その他   107,871   125,207 126,604   

投資その他の資産
合計 

    598,601 4.6 1,026,211 8.3   638,142 5.0

固定資産合計     4,871,891 37.7 5,196,876 42.0   4,845,602 37.9

資産合計     12,936,335 100.0 12,373,587 100.0   12,776,049 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形 ※７ 2,703,590     1,974,615     2,449,018     

２．買掛金   914,352     821,027     871,831     

３．短期借入金 ※３ 625,000     600,000     600,000     

４．１年以内返済予定
長期借入金 

※３ 400,000     750,000     500,000     

５. １年以内償還予定
社債 

※３ －     400,000     －     

６．未払金   140,936     136,519     134,360     

７．未払法人税等   138,176     29,956     271,667     

８．賞与引当金   74,180     83,333     95,833     

９．役員賞与引当金    10,000     6,000     20,000     

10．設備購入支払手形 ※７ 203,603     149,568     112,312     

11．その他 ※５ 65,041     90,341     69,373     

流動負債合計     5,274,879 40.8   5,041,362 40.7   5,124,398 40.1 

Ⅱ 固定負債                     

１．社債 ※３ 400,000     －     400,000     

２．長期借入金 ※３ 3,360,000     2,810,000     3,160,000     

３．繰延税金負債   2,749     183,325     25,078     

４．役員退職慰労引当
金 

  43,295     50,334     47,791     

５．長期預り金   24,128     22,528     23,328     

固定負債合計     3,830,173 29.6   3,066,188 24.8   3,656,199 28.6 

負債合計     9,105,052 70.4   8,107,550 65.5   8,780,597 68.7 

             

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

(1) 資本金     595,916 4.6   595,916 4.8   595,916 4.7 

(2) 資本剰余金                    

１．資本準備金   742,246     742,246     742,246    

２．その他資本剰余金   －     2,256     2,256    

資本剰余金合計     742,246 5.7   744,503 6.0   744,503 5.8 

(3) 利益剰余金                    

１．利益準備金   44,348     44,348     44,348    

２．その他利益剰余金                    

別途積立金   2,360,000     2,560,000     2,360,000    

繰越利益剰余金   201,685     217,254     361,421    

利益剰余金合計     2,606,033 20.1   2,821,602 22.8   2,765,769 21.7 

(4) 自己株式     △114,923 △0.8   △139,111 △1.1   △115,370 △0.9 

株主資本合計     3,829,272 29.6   4,022,910 32.5   3,990,818 31.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

(1) その他有価証券評価
差額金     2,010 0.0   243,125 2.0   4,633 0.0 

評価・換算差額等 
合計     2,010 0.0   243,125 2.0   4,633 0.0 

純資産合計     3,831,282 29.6   4,266,036 34.5   3,995,451 31.3 

負債・純資産合計     12,936,335 100.0   12,373,587 100.0   12,776,049 100.0 

                      



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    5,526,056 100.0 5,173,638 100.0   11,490,197 100.0 

Ⅱ 売上原価    4,819,577 87.2 4,536,272 87.7   9,988,363 86.9

売上総利益    706,479 12.8 637,365 12.3   1,501,833 13.1

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

   407,742 7.4 419,462 8.1   870,835 7.6

営業利益    298,736 5.4 217,902 4.2   630,998 5.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  18,515 0.3 26,508 0.5   45,074 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  50,532 0.9 74,614 1.4   96,661 0.8

経常利益    266,719 4.8 169,796 3.3   579,410 5.1

Ⅵ 特別利益 ※３  25,373 0.5 5,793 0.1   27,236 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４  28,583 0.5 9,478 0.2   40,970 0.4

税引前中間(当
期)純利益 

   263,509 4.8 166,112 3.2   565,676 4.9

法人税、住民税
及び事業税 

  134,999   24,173 255,927   

過年度法人税等
修正額 

  －   7,485 19,201   

法人税等調整額   △14,552 120,447 2.2 13,509 45,169 0.9 △12,250 262,878 2.3

中間(当期)純利
益 

   143,062 2.6 120,942 2.3   302,798 2.6

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

    前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備
金 

 その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 別途積立金

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

595,916 742,246 742,246 44,348 2,320,000 153,018 2,517,366 △109,309 3,746,219 

中間会計期間中の変動額                  

別途積立金の積立て(注) － － － － 40,000 △40,000 － － － 

剰余金の配当(注) － － － － － △54,395 △54,395 － △54,395 

中間純利益 － － － － － 143,062 143,062 － 143,062 

自己株式の取得 － － － － － － － △5,614 △5,614 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合
計 
（千円） 

－ － － － 40,000 48,666 88,666 △5,614 83,052 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

595,916 742,246 742,246 44,348 2,360,000 201,685 2,606,033 △114,923 3,829,272 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

4,845 4,845 3,751,065 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立て(注) － － － 

剰余金の配当(注) － － △54,395 

中間純利益 － － 143,062 

自己株式の取得 － － △5,614 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

△2,835 △2,835 △2,835 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△2,835 △2,835 80,217 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

2,010 2,010 3,831,282 



    当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

   

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

 その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

595,916 742,246 2,256 744,503 44,348 2,360,000 361,421 2,765,769 △115,370 3,990,818 

中間会計期間中の変動額                    

別途積立金の積立て － － － － － 200,000 △200,000 － － － 

剰余金の配当 － － － － － － △65,109 △65,109 － △65,109 

中間純利益 － － － － － － 120,942 120,942 － 120,942 

自己株式の取得 － － － － － － － － △23,741 △23,741 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合
計 
（千円） 

－ － － － － 200,000 △144,166 55,833 △23,741 32,092 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

595,916 742,246 2,256 744,503 44,348 2,560,000 217,254 2,821,602 △139,111 4,022,910 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

4,633 4,633 3,995,451 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立て － － － 

剰余金の配当 － － △65,109 

中間純利益 － － 120,942 

自己株式の取得 － － △23,741 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

238,492 238,492 238,492 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

238,492 238,492 270,584 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

243,125 243,125 4,266,036 



    前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

 その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

595,916 742,246 － 742,246 44,348 2,320,000 153,018 2,517,366 △109,309 3,746,219 

事業年度中の変動額                    

別途積立金の積立て(注) － － － － － 40,000 △40,000 － － － 

剰余金の配当(注) － － － － － － △54,395 △54,395 － △54,395 

当期純利益 － － － － － － 302,798 302,798 － 302,798 

自己株式の取得 － － － － － － － － △14,764 △14,764 

自己株式の処分 － － 2,256 2,256 － － － － 8,703 10,960 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

－ － － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － 2,256 2,256 － 40,000 208,402 248,402 △6,060 244,598 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

595,916 742,246 2,256 744,503 44,348 2,360,000 361,421 2,765,769 △115,370 3,990,818 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

4,845 4,845 3,751,065 

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立て(注) － － － 

剰余金の配当(注) － － △54,395 

当期純利益 － － 302,798 

自己株式の取得 － － △14,764 

自己株式の処分 － － 10,960 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△212 △212 △212 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△212 △212 244,386 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

4,633 4,633 3,995,451 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
 キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税引前中間（当期）
純利益 

  263,509 166,112 565,676 

減価償却費   203,781 215,559 410,922 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  779 2,808 △332 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  △820 △12,500 20,833 

役員賞与引当金の増
減額（減少：△) 

  10,000 △14,000 20,000 

役員退職慰労引当金
の増減額（減少：△) 

  △20,038 2,542 △15,542 

退職給付引当金の増
減額（減少：△) 

  6,555 596 △14,392 

受取利息及び受取配
当金 

  △1,670 △11,581 △17,884 

支払利息   41,029 41,661 82,567 

固定資産売却等損益
（益：△） 

  △6,578 3,160 6,978 

投資有価証券売却等
損益（益：△） 

  861 △1,251 － 

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △2,334,110 357,911 △1,898,672 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △339,999 39,250 △469,669 

保険積立金の増減額
（増加：△） 

  80,428 △1,510 71,944 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  2,232,320 △525,206 1,935,228 

その他流動資産の増
減額（増加：△) 

  25,190 29,981 △38,999 

その他   56,415 28,600 48,140 

小計   217,653 322,136 706,799 

利息及び配当金の受
取額 

  1,492 11,025 17,753 

利息の支払額   △43,265 △48,396 △83,703 

法人税等の支払額   － △279,153 △14,961 

法人税等の還付額   145,059 － 147,301 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー計 

  320,939 5,611 773,189 

 



    

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
 キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

投資有価証券の売却
による収入 

  － 12,051 － 

投資有価証券の取得
による支出 

  △1,308 △1,268 △8,399 

有形固定資産の売却
による収入 

  55,764 5,030 66,384 

有形固定資産の除売
却による支出 

  △6,634 △1,809 △6,657 

有形固定資産の取得
による支出 

  △311,824 △140,698 △551,378 

無形固定資産の取得
による支出 

  △1,384 － △1,384 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー計 

  △265,386 △126,694 △501,435 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額（減少：△） 

  △100,000 － △125,000 

長期借入金の借入に
よる収入 

  400,000 100,000 500,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △590,000 △200,000 △790,000 

自己株式の譲渡によ
る収入 

  － － 10,960 

自己株式の取得によ
る支出 

  △5,675 △23,996 △14,925 

配当金の支払額   △54,195 △64,861 △54,389 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー計 

  △349,871 △188,857 △473,354 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  259 △324 △109 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（減少：△） 

  △294,058 △310,265 △201,710 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  2,996,798 2,795,087 2,996,798 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※１ 2,702,739 2,484,822 2,795,087 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 (1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1)有価証券 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

(イ）時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は部分純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

その他有価証券 

(イ）時価のあるもの 

  同左 

その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

部分純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  (ロ）時価のないもの 

移動平均法による原価法

(ロ）時価のないもの 

同左 

(ロ）時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品 

個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

  製品・仕掛品 

移動平均法による原価法 

製品・仕掛品 

同左 

製品・仕掛品 

同左 

  原材料 

移動平均法による原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物…７～47年 

機械及び装置…７～15年 

 ――――― 

(1）有形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方

法に変更しています。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、

それぞれ643千円減少してい

ます。 

（追加情報） 

法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上してい

ます。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益がそ

れぞれ9,172千円減少してい

ます。 

(1）有形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

 ――――― 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいています。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しています。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の

支給見込額のうち当中間会計

期間の負担額を計上していま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の

支給見込額のうち当事業年度

の負担額を計上しています。 

  (3）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、当事業年

度における支給見込額の当中

間会計期間の負担額を計上し

ています。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用していま

す。 

これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益は

10,000千円減少しています。 

(3）役員賞与引当金 

同左  

  

  

  

  

 ――――― 

(3）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、当事業年

度における支給見込額の当事

業年度中の負担額を計上して

います。 

（会計方針の変更） 

当事業年度から、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しています。 

これにより、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益は

20,000千円減少しています。 

  (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中

間会計期間末要支給額の

100％を計上しています。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当事

業年度末要支給額の100％を

計上しています。 

  (5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末の退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しています。 

なお、会計基準変更時差異

(422,812千円)については、

10年による按分額を費用処理

しています。 

当中間会計期間末において年

金資産の見込額が退職給付見

込額から未認識会計基準変更

時差異を控除した額を超えて

いるため、前払年金費用とし

て固定資産の投資その他の資

産の「その他」に含めて計上

しています。 

(5）退職給付引当金 

 同左 

      

  

  

  

  

  

  

  

（5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末の退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しています。 

なお、会計基準変更時差異

(422,812千円)については、

10年による按分額を費用処理

しています。 

当事業年度末においては、年

金資産の見込額が退職給付見

込額から未認識会計基準変更

時差異を控除した額を超えて

いるため、前払年金費用とし

て固定資産の投資その他の資

産の「長期前払費用」に含め

て計上しています。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．外貨建の資産及び負債の 

 本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してい

ます。また、金利スワップに

ついては、特例処理の要件を

満たしている場合は、特例処

理を採用しています。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

借入金の金利 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

主として当社のリスク別管理

方針に基づき、金利変動リス

クをヘッジしています。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時及び

その後も継続して相場変動又

はキャッシュ・フロー変動を

完全に相殺するものと想定す

ることができるため、ヘッジ

有効性の判定は省略していま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー計

算書（キャッシュ・フロー計

算書）における資金の範囲 

資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投

資からなっています。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しています。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、3,831,282千円です。 

なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しています。 

 ───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当事業年度から、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用し

ています。  

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、3,995,451千円です。 

なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則により作成していま

す。 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

当中間会計期間から、改正後の「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準」（企業会計基準委員

会 終改正平成18年８月11日 企

業会計基準第１号）及び「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 終改正平成18年８月11日 

企業会計基準適用指針第２号）を適

用しています。これによる損益に与

える影響はありません。 

なお、中間財務諸表等規則の改正に

よる中間貸借対照表の表示に関する

変更は以下のとおりです。 

前中間会計期間において資本に対す

る控除項目として「資本の部」の末

尾に表示していました「自己株式」

は、当中間会計期間から「株主資

本」に対する控除項目として「株主

資本」の末尾に表示しています。 

────── （自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

当事業年度から、改正後の「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 

終改正平成18年８月11日 企業会

計基準第１号）及び「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 終改正平成18年８月11日 企

業会計基準適用指針第２号）を適用

しています。これによる損益に与え

る影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正による

貸借対照表の表示に関する変更は以

下のとおりです。 

前事業年度において資本に対する控

除項目として「資本の部」の末尾に

表示していました「自己株式」は、

当事業年度から「株主資本」に対す

る控除項目として「株主資本」の末

尾に表示しています。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産から直接

減額した圧縮記帳累計

額 

320,000千円        320,000千円 320,000千円 

※２．有形固定資産の減価償

却累計額 
4,018,613千円          4,343,474千円 4,207,680千円 

※３．担保資産及び担保付債務 担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産 

建物 
1,541,629千円 

(1,235,437千円)

機械及び装置 
837,057 

(837,057) 

土地 
530,054 

(137,505) 

保険積立金 104,137 

計 
3,012,878 

(2,210,000) 

建物 
  1,526,289千円 

( 1,229,520千円)

機械及び装置 
838,640 

(838,640) 

土地 
534,806 

(141,839) 

保険積立金 104,137 

計 
3,003,874 

(2,210,000) 

建物 
1,544,854千円 

(1,243,373千円)

機械及び装置 
825,429 

(825,429) 

土地 
533,954 

(141,196) 

保険積立金 104,137 

計 
3,008,376 

(2,210,000) 

  （ ）内は内数で、工場財団を組

成しています。 

（ ）内は内数で、工場財団を組

成しています。 

（ ）内は内数で、工場財団を組

成しています。 

  上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

  短期借入金 115,000千円 

１年以内返済予

定長期借入金 
180,000 

社債 400,000 

長期借入金 2,415,000 

計 3,110,000 

短期借入金    115,000千円 

１年以内返済予

定長期借入金 
440,000 

１年以内償還予

定社債 
400,000 

長期借入金 2,155,000 

計 3,110,000 

短期借入金  115,000千円 

１年以内返済予

定長期借入金 
100,000 

社債 400,000 

長期借入金 2,495,000 

計 3,110,000 

４．受取手形裏書譲渡高 45,354千円       37,419千円     246,934千円 

※５．消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動資産の「その

他」に含めて表示しています。 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しています。 

――――― 

 ６．当座貸越契約及び貸出

コミットメント 

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行３行と当座貸越契

約を締結しています。これら契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりです。 

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行３行と当座貸越契

約を締結しています。これら契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりです。 

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行３行と当座貸越契

約を締結しています。これら契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりです。 

  当座貸越契約極度額の総額 

  1,450百万円

借入実行残高 550 

差引額 900 

当座貸越契約極度額の総額 

       1,450百万円

借入実行残高 550 

差引額 900 

当座貸越契約極度額の総額 

  1,450百万円

借入実行残高 550 

差引額 900 

※７．中間会計期間末日(期末

日)満期手形の会計処理 

中間会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をも

って決済処理しています。 

なお、当中間会計期間末日が金融

機関の休日であったため、次の中

間期間末日手形が、中間会計期間

末残高に含まれています。 

  

受取手形 13,571千円 

支払手形 258,930 

設備購入支払

手形 
11,949 

中間会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をも

って決済処理しています。 

なお、当中間会計期間末日が金融

機関の休日であったため、次の中

間期間末日手形が、中間会計期間

末残高に含まれています。 

  

受取手形      18,995千円 

支払手形 453,023 

設備購入支払

手形 
13,093 

期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処

理しています。 

なお、当事業年度末日が金融機関

の休日であったため、次の期末日

満期手形が、当事業年度末残高に

含まれています。  

  

受取手形 21,340千円 

支払手形 568,443 

設備購入支払

手形 
9,420 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの     

受取利息 538千円    2,430千円    2,114千円 

受取配当金 1,131 9,151 15,770 

賃貸料収入 8,800 8,871 17,671 

受取手数料 815 － 1,621 

法人税等還付加算金 3,966 － 4,081 

※２．営業外費用のうち主要なもの     

支払利息 41,029千円       41,661千円       82,567千円 

たな卸資産廃棄損 3,395 26,037 3,836 

※３．特別利益のうち主要なもの      

機械及び装置売却益 15,231千円       1,008千円   16,762千円 

保険積立金解約益 10,139 3,164 10,139 

※４．特別損失のうち主要なもの      

機械及び装置売却損 970千円    262千円    970千円 

建物除却損 207 － 11,705 

機械及び装置除却損 7,231 2,837 8,282 

投資有価証券評価損 861 － － 

たな卸資産評価損  3,539 5,239 － 

保険積立金解約損 2,102 － 2,102 

特別退職慰労金 13,425 － 13,425 

５．減価償却実施額      

有形固定資産 196,934千円        210,883千円        397,627千円 

無形固定資産 6,847 4,676 13,294 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加11千株は、取締役会決議による自己株式の買付による増加です。 

  

 ２．配当に関する事項 

   配当金支払額 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加50千株は、取締役会決議による自己株式の買付による増加です。 

  

 ２．配当に関する事項 

   配当金支払額 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 4,605 － － 4,605 

合計 4,605 － － 4,605 

 自己株式         

   普通株式 （注） 254 11 － 265 

合計 254 11 － 265 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 54,395 12.50  平成18年３月31日  平成18年６月23日

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 4,605  － － 4,605 

合計 4,605  － － 4,605 

 自己株式         

   普通株式 （注） 265 50 － 315 

合計 265 50 － 315 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 65,109  15.00  平成19年３月31日  平成19年６月22日



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加31千株は、取締役会決議による自己株式の買付による増加です。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少20千株は、ストック・オプションの行使による減少です。 

 ２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当事業年度増加株式

数（千株） 

当事業年度減少株式

数（千株） 

当事業年度末株式数

（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 4,605 － － 4,605 

合計 4,605 － － 4,605 

 自己株式         

   普通株式 （注）1,2 254 31 20 265 

合計 254  31 20 265 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 54,395 12.50  平成18年３月31日  平成18年６月23日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 65,109 利益剰余金 15.00  平成19年３月31日  平成19年６月22日

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 2,702,739 

現金及び現金同等物 2,702,739 

  （千円）

現金及び預金勘定 2,484,822 

現金及び現金同等物 2,484,822 

  （千円）

現金及び預金勘定 2,795,087 

現金及び現金同等物 2,795,087 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）その他有価証券で時価のある株式の減損に当たっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50%以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30～50%程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考

慮して必要と認められた額について減損処理を行っています。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末(平成19年９月30日現在) 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）その他有価証券で時価のある株式の減損に当たっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50%以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30～50%程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考

慮して必要と認められた額について減損処理を行っています。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 18,085 20,574 2,488 

合計 18,085 20,574 2,488 

  
前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 74,300 

 非上場外国株式 140,572 

(2）子会社株式   

 非上場株式 5,788 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 167,017 572,227 405,209 

合計 167,017 572,227 405,209 

  
当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 63,500 

(2）子会社株式   

 非上場株式 5,788 



前事業年度末(平成19年３月31日現在) 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）その他有価証券で時価のある株式の減損に当たっては、会計年度末における時価が取得原価に比べ50%以上下落

した場合には全て減損処理を行い、30～50%程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮し

て必要と認められた額について減損処理を行っています。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末 （平成18年９月30日現在） 

当社のデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため該当事項はありません。 

当中間会計期間末 （平成19年９月30日現在） 

当社のデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため該当事項はありません。 

前事業年度末   （平成19年３月31日現在） 

当社のデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため該当事項はありません。 

  

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 19,348 27,071 7,722 

合計 19,348 27,071 7,722 

  
前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 74,300 

 非上場外国株式 146,400 

(2）子会社株式   

非上場株式 5,788 



（ストック・オプション等関係） 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容及び規模 

(1）ストック・オプションの内容 

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 

  
平成16年６月22日定時株主総会決議ス

トック・オプション 

平成16年６月22日定時株主総会決議 

ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役      １名 
当社取締役      ４名 

当社従業員      23名 

 株式の種類別のストック・オプションの

付与数 
普通株式     40,000株 普通株式     193,000株 

 付与日 平成16年７月10日 同左 

 権利確定条件 

権利行使時においても、当社の取締

役、執行役員又は従業員であることを

要する。ただし、権利行使期間中にか

かる地位を喪失したときは、喪失後１

年間を限度として権利行使期間中に権

利を行使することができる。 

同左 

 対象勤務期間  該当事項はありません。  同左 

 権利行使期間 
 自 平成17年４月１日 

至 平成20年３月31日 

 自 平成18年６月23日 

至 平成20年３月31日 

 権利行使価格             548円            548円  

 公正な評価単価（付与日）               －              － 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりです。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 882.65円

１株当たり中間純利益金

額 
32.91円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額 
32.90円

１株当たり純資産額 994.27円

１株当たり中間純利益金

額 
28.01円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため

記載していません。 

１株当たり純資産額 920.48円

１株当たり当期純利益金

額 
 69.79円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため

記載していません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益金額（千円) 143,062 120,942 302,798 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
143,062 120,942 302,798 

期中平均株式数（千株） 4,346 4,317 4,338 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額 

（千円） 
－ － － 

普通株式増加数（千株） 1 － － 

（うち新株予約権） (1) (－)  (－)  

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

───── 平成16年６月22日定時株

主総会決議の新株予約権

方式によるストック・オ

プション 

普通株式  40,000株 

（新株予約権  40個） 

平成16年６月22日定時株

主総会決議の新株予約権

方式によるストック・オ

プション 

普通株式  143,000株 

（新株予約権  143個） 

詳細は、「第４提出会社

の状況、１株式等の状

況、(2）新株予約権等の

状況」に記載のとおりで

す。 

平成16年６月22日定時株

主総会決議の新株予約権

方式によるストック・オ

プション 

普通株式  40,000株 

（新株予約権  40個） 

平成16年６月22日定時株

主総会決議の新株予約権

方式によるストック・オ

プション 

普通株式  153,000株 

（新株予約権  153個） 

詳細は、「第４提出会社

の状況、１株式等の状

況、(2）新株予約権等の

状況」に記載のとおりで

す。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ───── 平成19年11月16日開催の取締役会に

おいて、会社法165条第３項の規定に

より読み替えて適用される同法156条

の規定に基づき、下記のとおり自己

株式を取得することを決議しまし

た。 

(1）自己株式の取得を行う理由 

経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策を行うため 

(2）取得する株式の種類 

当社普通株式 

(3）取得する株式の総数 

80,000株（上限） 

(4）株式の取得価額の総数 

40,000千円（上限） 

(5）自己株式の取得の日程 

平成19年12月３日から 

平成20年６月18日まで 

────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第65期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月22日関東財務局長に提出 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年９月21日関東財務局長に提出 

事業年度（第65期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書です。 

(3)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日）  平成19年４月13日関東財務局に提出 

 報告期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日）  平成19年５月11日関東財務局に提出 

 報告期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年５月31日）  平成19年６月14日関東財務局に提出 

 報告期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年６月30日）  平成19年７月13日関東財務局に提出 

 報告期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年７月31日）  平成19年８月９日関東財務局に提出 

 報告期間（自 平成19年８月１日 至 平成19年８月31日）  平成19年９月10日関東財務局に提出 

 報告期間（自 平成19年９月１日 至 平成19年９月30日）  平成19年10月９日関東財務局に提出 

 報告期間（自 平成19年10月１日 至 平成19年10月31日）  平成19年11月９日関東財務局に提出 

 報告期間（自 平成19年11月１日 至 平成19年11月30日）  平成19年12月13日関東財務局に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月15日

小野産業株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 中 村 嘉 彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 高 橋   勉  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小野産

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第65期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、小野産業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月14日

小野産業株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 中 村 嘉 彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 構   康 二  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる小野産業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、小野産業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 
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